
平成２６年度決算について 

 

平成２６年度決算は平成２７年５月１９日に監事の監査報告を受け、平成２７年５月 

２８日に理事会で議決され同日開催の評議員会で報告されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．平成２６年度消費収支計算書の概要（前年度対比） 

【消費収支計算書とは】 

企業会計の損益計算書にあたるもので、主に財政の健全化を測定する尺度として用い 

られます。学生生徒等納付金等の学校法人の負債とならない収入である「帰属収入」か 

ら「基本金組入額」を控除した「消費収入」と、人件費、教育研究経費等、資産の消費 

額である「消費支出」の差額を計算することにより、消費収支の均衡状態を明らかにし 

ます。「消費収入」と「消費支出」のバランスをとることが重要であり、利益の多寡を明 

らかにする企業会計の損益計算書とは目的が異なります。 

 

【平成 26年度の概要】 

  平成 26 年度の帰属収入は 69 億 7,690 万円で、前年度と比較すると 4 億 8,108 万円の 

減収となりました。 

～ 平成２６年度決算 ～ 

 

 平成 26 年度入学生より歯学部の初年時納付金を大幅に減額する学納金改定を行ったた

め、学生生徒等納付金は前年度比で 3 億 3,485 万円の減収となった。附属病院、横浜クリ

ニックの医療収入は前年度比で増収となったが、有価証券売却差額等、前年度は臨時的な収

入も多かったことが影響し、法人全体での帰属収入は 4億 8,108万円の減収となった。 

一方支出面では、前年度と比較して退職金給付額が少なかったことによる人件費の減や、

学納金改定により、一般入試成績上位者への学費免除額（奨学金支出）が少なくなったこと

を主要因として前年度比で 2億 347万円の支出減となった。 

学納金改定の影響により厳しい決算が予想されたが、予算管理の徹底と教職員一丸となっ

た経費削減努力により、前年度に引き続き、帰属収支差額の黒字化（5 億 3,063 万円※）

を達成することが出来た。また、教育研究キャッシュフローも前年に引き続き黒字（8 億

3,710万円）を計上しており、本学の経営状態は、日本私立大学振興・共済事業団が定める

「定量的な経営判断指標に基づく経営状態」において、正常状態とされるAランクに格付け

される。 

※有価証券売却差額を除いた経常的な帰属収支差額は 3億 5,975万円 

 

 しかしながら、平成 26 年度より、歯学部授業料の値下げによる収入減が懸念される中、

人件費比率は全国平均に比べ依然高い状況にあり、今後の大きな課題である。 

※資産売却差額を除いた経常的な帰属収支差額は 5億 1,520万円 



学納金改定により、学生生徒等納付金が対前年度比で 3 億 3,485 万円の減収となった

ことが主要因です。経済的負担が大きい入学時の納付金を低く抑えることにより、より

多くの方に歯学を学んでいただけるよう、平成 26 年度から初年次学生納付金を 850 万円

から 395 万円とし、6 年間の学生納付金の総額を 3,055 万から 2,700 万円に改めました。 

 

 消費支出は 64 億 4,627 万円で、前年度と比較すると 2 億 347 万円の支出減となりまし

た。 

支出減の要因としては前年度と比較して退職金支給額が少なかったことによる人件費

の減と、歯学部授業料を減額したことにより奨学費支出が減ったことによる教育研究経

費の減があげられます。また、前年度は資料館の開設に伴う費用を管理経費として計上

していたため管理経費も前年度比で支出減となりました。 

 

２．平成２６年度資金収支計算書の概要 

【資金収支計算書とは】 

当該会計年度(4 月 1 日から翌年 3 月 31 日）の諸活動に対応するすべての資金の収入お 

よび支出の内容を明らかにし、その年度における支払資金の収入と支出との顛末を明ら 

かにすることです。当該年度の実際の現預金の動きを明らかにするために、調整勘定を 

設けています。 

 

【平成 26年度の概要】 

資金収入、支出とも消費収支計算書の概要の通りです（消費収支固有の現物寄付、退 

職給与引当金繰入額、減価償却額、資産処分差額、徴収不能引当金繰入額は除く）。 

主な設備投資として、本年度は土地の購入（一部払込み）や測量・地質調査の経費等、

新附属病院建設に関する支出として合計 3 億 2,028 万円を建設仮勘定として支出しまし

た。また、学内無線 LAN システムの構築やスキルスラボの整備等、より快適な教育環境

の創造と充実のために、積極的な設備投資を実施しました。 

学生生徒等納付金収入～雑収入までの収入合計 70 億 9,829 万円から、人件費支出～設 

備関係支出までの支出合計 62 億 7,100 万円の差が＋8 億 2,729 万円となり、前受金収入 

や資産運用支出、その他の収入・支出調整勘定の差が 1 億 2,645 万円で、その合計 9 億 

5,374 万円が前年度繰越支払資金から増加し、次年度繰越支払資金は 58 億 7,504 万円 

となりました。 

 

３．平成２６年度貸借対照表の概要 

 貸借対照表とは当該会計年度末の資産及び負債・基本金・消費収支差額を明らかにし、

学校法人の財政状況を一覧としたものです。 



【資産の部】 

 有形固定資産の減少は、建物・構築物・機器備品の減価償却及び耐用年数が過ぎた資産

の除却によるものです。  

 

【負債の部】 

 退職給与引当金は、期末の必要額（要支給額）を基に、私立大学退職金財団の掛金の累

計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の 100％を引き当てています。 

 なお、本法人の借入金はありません。 

 

【基本金の部】 

学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべき

ものとして、その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とし、以下の第１号基本金

から第４号基本金があります。 

 

第１号基本金・・・「学校の設置や規模の拡大その他学校法人の諸活動の計画に基づいて、

学校法人が継続的に保持すべきものとして一定の資産を定め、これら

の資産の額」に相当する金額 

 建物や構築物、機器備品、図書など取得した固定資産の取得額 

 

第２号基本金・・・「学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模の拡大若しくは

教育の充実向上のために将来取得する固定資産の取得に充てる金銭そ

の他の資産の額」に相当する金額 

将来取得する固定資産の取得に充てるための積立額 

 

第３号基本金・・・「基金として継続的に保持し、かつ運用する金銭その他の資産の額」 

元本を継続的に保持運用することにより生じる果実を教育研究活

動に使用するために、寄付者の意思又は学校法人独自で設定した

奨学基金、研究基金、海外交流基金等 

 

第４号基本金・・・「恒常的に保持すべき資金の額」に相当する金額 

経常的な消費支出の１ヶ月分 

 

 

 本年度は、新附属病院建設経費として 3 億 2,028 万円を支出したことにより法人部門で

基本金組入額 3 億 2,079 万円が発生しました。組入後の残高は以下の通りです。 

 第 1 号基本金 312 億 6,120 万円 

 第 3 号基本金 8,600 万円 

 第 4 号基本金 6 億 6,400 万円 

 

 

 



４．財務情報に係る経年変化 

 

教育研究活動のキャッシュフロー推移 

 

 

 

 

帰属収支差額推移 
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平成22年度～平成26年度 財務比率比較表（法人）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
平成25年度
全国平均

財務比率の
高低の評価

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入-消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

学生生徒等納付金

帰属収入

寄付金

帰属収入

補助金

帰属収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出

固定資産

総資産

有形固定資産

総資産

その他の固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

運用資産-総負債

総資産

運用資産-外部負債

消費支出

自己資金

総資金

消費収支差額

総資金

固定資産

自己資金

固定資産

自己資金+固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

現金預金

前受金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額(図書を除く）

減価償却資産取得価額（図書を除く）

6
運用資産
余裕比率

△1.51.3

22.9 26.4

1.2

26.8 △25.0

△5
内部留保
資産比率

54.9 49.5 ～58.1 60.8 60.6 61.717 減価償却比率

99.9 96.9 △99.9 102.2 102.4 102.216 基本金比率

100.0 57.4 △100.0 100.0 100.0 100.015
退職給与

引当預金率

272.1 357.2 △330.3 608.8 978.7 1,212.914 前受金保有率

14.3 17.2 ▼14.3 13.8 12.6 12.113 負債比率

12.5 14.7 ▼12.5 12.1 11.2

273.1 242.8 △302.7

12 総負債比率

11 流動比率

92.8 91.1 ▼91.2

101.9 100.5 ▼99.8

10
固定長期
適合率

9 固定比率

△87.5

△ 32.4 △ 15.4 △

▼

7
自己資金
構成比率

87.5 85.3

8.88.3 ▼

4.0 5.94.2

14.2 △

3
固定負債
構成比率

8.6

10.8

24.6

64.6 59.0 ▼58.6 55.8 54.2

89.2 85.887.4 ▼80.0 77.9

8
消費収支差額

構成比率

1-2
有形固定資産

構成比率

4
流動負債
構成比率

1-3
その他の固定資産

構成比率

9.9 ～13.2 9.9

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

1
固定資産
構成比率

2
流動資産
構成比率

△0.1

12 減価償却費比率 13.4

（注2） 財務比率の高低の評価  △ 高い値が良い    ▼低い値が良い    ～ どちらともいえない

11 基本金組入率 0.0 11.0

4.9 10.5 △5.8

0.4 2.2 △0.4

（注1） 平成25年度全国平均（大学法人）は、日本私立振興・共済事業団の「今日の私学財政」（平成26年度版）

10 補助金比率

9 寄付金比率

53.8 51.8 ～55.1

105.696.9 89.2 ▼106.0

8
学生生徒等
納付金比率

6.0 △

7 消費収支比率 99.8

0.2 ▼

6
帰属収支
差額比率

0.2

0.0

△

10.2 7.0 ▼

94.5 ▼

3
教育研究
経費比率

30.6 36.4

58.3 49.055.7 ▼

2 人件費依存率 108.4

区分

消
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収
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計
算
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率

1 人件費比率
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5
借入金等
利息比率

12.7
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10.5

0.0

△ 5.9

62.3

25.2
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0.0
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0.6
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１．法人の概要

（単位　人）

平成25年度 平成26年度

歯学部 120 720 588 589 81.8%

大学院　歯学研究科 18 72 79 90 125.0%

神奈川歯科大学　計 138 792 667 679 85.7%

歯科衛生学科 120 360 246 279 77.5%

看護学科 80 240 280 263 109.6%

神奈川歯科大学短期大学部　計 200 600 526 542 90.3%

平成26年度　事業報告書

   （１）設置する学校・学部・学科および入学定員、学生数の状況

在籍学生数 26年度
充足率

神奈川歯科大学短期大学部

   （２）役員・教職員の概要

平成26年5月1日現在の人数                 （単位  人）

神奈川歯科大学

学部・学科 入学定員 総定員学校名

※在籍学生数は平成26年5月1日現在の人数

男 女 歯 男 女 短

男 女 男 女 男 女 男 女 計 計 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 男 女 男 女 男 女 計 計 計 男 女 計

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X

学 長 ・ 副 学 長 1

教 授 2 2 9 12 23 23 (2) (2) 2 3 2 1 4 4 8 27 4 31

准 教 授 3 3 7 8 18 18 (2) (2) 1 2 1 4 2 6 8 20 6 26

講 師 4 1 1 9 4 27 5 37 10 47 (9) (2) (11) 3 1 5 1 8 9 38 18 56

助 教 5 1 1 22 9 1 23 11 34 (3) (4) (7) 2 6 8 8 23 19 42

助 手 7 1 1 1 (1) (1) 1 2 1 2 3 1 3 4

教 員 6

[ 小 計 ] 6 2 26 4 69 15 1 101 22 123 (16) (7 ) (23) 3 10 5 18 8 28 36 109 50 159

事 務 系 職 員 11 5 10 13 20 18 30 48 3 3 6 2 3 2 2 4 5 9 1 1 26 38 64

( 司 書 ) 12 (3) (3) (3) (3) (3)

技 術 系 職 員 13 2 2 2 2 2

労 務 職 員 23 1 1 1 1

薬 剤 師 15 1 1 1 1 2 2 2 1 3 4

診療放射線技師 16 2 2 2 2 1 3 4 1 5

技 工 士 17 7 3 7 3 10 1 1 2 8 4 12

臨床検査技師 18 3 3 3 2 2 5 5

歯 科 衛 生 士 19 28 28 28 19 19 47 47

医 師 25 1 1 1 1

看 護 師 21 15 15 15 15 15 1 1 1 31 31

管理栄養士・視能訓練士 22 1 1 1 1 1 2 2

[ 職 員 小 計 ] 15 61 15 20 30 81 111 7 45 52 2 3 2 3 4 6 10 1 1 42 132 174

合 計 6 2 26 4 84 76 15 21 131 103 234 7 45 52 5 13 7 21 12 34 46 1 1 151 182 333

特 任 教 員 34 33 8 41 33 8 41

医 員 （ 5 日 ） 26 23 13 23 13 36 4 6 10 27 19 46

医 員 （ 3 日 ） 27 2 1 2 1 3 21 13 34 23 14 37

特 別 研 究 員 28 4 2 2 4 4 8 4 4 8

研 修 歯 科 医 29 42 20 42 20 62 5 5 10 47 25 72

非常勤（有給） 30 3 30 3 56 12 86 18 104 4 2 6 4 7 4 7 11 94 27 121

非常勤（無給） 31 2 67 13 75 13 144 26 170 144 26 170

客 員 教 授 33 41 1 41 1 42 6 4 6 4 10 47 5 52

パ ー ト 32 1 1 34 12 2 46 48 20 64 84 1 5 6 6 22 116 138

総
女
計

歯 学 部 横浜ク リニック 法 人

総

計

[ 一 般 ] [ 基 礎 ] [ 臨 床 ] [ 歯 大 ] [ 衛 生 ] [ 看 護 ] [ﾋ ｭｰ ｺ ﾐ ] [ 短 大 ]

短 期 大 学 部 Ｋ Ｄ Ｃ ㈱

総
男
計



 

 

２．事業の概要 

（１）神奈川歯科大学 

＜教育の質保証をめざす歯学教育課程の体系化と教職協働による IRの構築の展開＞ 

平成 25年度の新カリキュラムのスタートに合わせた「質保証をめざす歯学教育課程の体

系化と教職協働による IRの構築の中で、次の内容について実施した。 

１）教学 IR機能の整備 

教学に関わるデータベースの構築を行うとともに、総合教育部内の各教育部会と

連動して教育改革に積極的に関わる分析・解析等を行い、教育の質保証に向けて

の教職協働による PDCAの仕組みを構築した。 

２）教職協働による教育課程の管理・育成と実質化 

総合教育部会議に職員が参画し、教学マネージメントの実態を理解し、教職協働

で教育の体系的改善を図れるように各部署と連携を取った。 

３）グローバル化に対応した職員の養成 

国際交流室を設置して、留学生の日本語能力の向上とともに職員の養成を行った。

IR機能の一環として学外から講師を招き日本語教育に貢献できる教員および職員

の養成を行った。 

４）FD･SDの実質化 

教職協働の観点から共同実施する機会を増加し実質化を図った。特にルーブリッ

ク評価法の採用と基礎系科目と臨床実習の有機的連携がカリキュラムに位置付け

られ、FD･SD の実質化が図られた。 

 

＜能動的学習強化、双方向授業等の推進＞ 

大学教育の質的転換の取り組みの中で、他の歯学系大学に先駆けて主体的な学修環境の

整備に着手、アクティブラーニングラボ(多目的室)、ラーニング広場、自修室、授業録

画の視聴室(e-ラーニング室)などのアクティブラーニング(主体的な学び)環境を充実さ

せてきた。加えて平成 26年度はキャンパス内のどこにいても主体的な学修ができるよう

WiFi環境の整備とスキルスラボの整備を実現、能動的学習環境を強化した。結果として

授業録画の視聴状況は 2014年 8月以降利用者が急増している。このような状況からさら

にアクティブラーニングが推進されているものと思われる。 

 

＜教育データの一元管理(Campus Magic)と IR分析＞ 

体系的歯学教育課程の構築と質保証の為の能動的学修支援システムを本格的に稼働・充

実させた。 

１）学士課程教育支援システム(Campus Magic) 

２）能動的学修補助システム(Clicker Nano) 

３）能動的学修活動支援システム(LCMS, Learning Contents Management System) 

上記システムを統合管理することで断片的に行われてきた学修活動を一元的管理できる

ようになった。 



 

 

 

  ＜補助金獲得＞ 

   平成 26 年度も私立大学等改革総合事業調査において高得点を獲得したため、経常費、設 

備費、施設費が採択されその結果、能動的学修環境の強化ができた。一方大学教育再生加

速プログラムの学習成果指標の策定に関する申請は不採択であった。今後は戦略的に改革

を実行し、補助金獲得につなげていく方略が必須となっている。 

 

  ＜入学生確保(入試改革)対策＞ 

平成 26 年度は 113 名の新入生(募集人数は 100 名)が入学した。平成 27 年度に向けての

入試対策では神奈川･東京など近県からの受験者確保の強化であり、その結果入学試験で

は総数で 548名の応募があった。 

 

  ＜授業改善に積極的な教職員に報償を与える制度＞ 

    歯科医師国家試験合格率の好結果に対して、国家試験関係教員に対して報償が与えられ

た。また、学長裁量費からは積極的な教育改革の実現を示した歯学部 2 件、短期大学部

2件の試みに対し公募をもって助成金を付与した。 

 

（２）神奈川歯科大学大学院歯学研究科 

 文部科学省「第 2 次大学院教育振興施策要項」の指針に沿い大学院改革を進めている。

平成 27年度は大学院開設 40周年を迎るにあたり、PDCAサイクルによる教育の質保証に

重点を置いた事業体制に移行する準備を行った。 

 

＜施策展開＞ 

 １）大学院生の確保による定員の継続的な充足 

     大学院入試を 3 期行い、合計 17 名の合格を出した。優秀な学生を確保するため試験

選抜で初めて不合格者をだした。 

    ２）課程制大学院における教育と審査体制の充実 

    ３）高度な大学院教育に対応した教員と事務職員の育成 

    ４）災害医療歯科学の教育研究の推進 

文部科学省戦略基盤形成支援事業の最終年で評価を受け、A･B評価と高い評価を得る

ことができた。 

    ５）専攻の統合についての検討の開始 

 

（３）神奈川歯科大学短期学部 

【歯科衛生学科】 

１）教育について 

①教養教育 

看護学科と協賛でリメディアル教育に外部講師を招聘し、「マナー教育」を実施した。 



 

 

②専門基礎分野 

  介護技術は 3 年次に設定し、高齢者や障害者で介護を要する方の特徴を理解し、 

歯科衛生士として必要な介護の方法や基本的な介護技術などを学ぶ。 

③専門分野 

 歯科衛生士概論・臨床歯科医学・歯科予防処置論・歯科保健指導論・歯科診療 

 補助論は、専任教員が授業を行った。成人歯科学Ⅴ（障害者歯科）、口腔外科学、 

歯科放射線･臨床検査は神奈川歯科大学の非常勤講師に依頼し、国家試験補講（臨床

基礎統合ゼミ）を担当していただき、実績をあげている。 

ⅰ）臨床実習Ⅰ（附属病院、横浜クリニック、診療所実習） 

   基礎的な知識・技術をもとに、専門職としての「責任感」「誠実性」「積極性」 

   「協調性」「判断力」を身につけ、臨床の場での歯科衛生士業務を実践した。 

 ⅱ）臨床実習Ⅱ・総合歯科 

   本科目は 3 年次に実施され、2 年次までの学内実習で習得したことと臨床での

処置内容の細部をリンクさせ、症例検討を加え、高度な実践的テクニックを学

ぶことで臨床実習に反映させている。 

 ⅲ）臨床実習Ⅲ・総合診療（ペリオケア外来・診療所実習） 

   神奈川歯科大学附属病院メインテナンス科において、歯科予防処置・歯科保健

指導を実施した。本年度は 260 名の患者様を、本学教員歯科医師、歯科衛生士

が指導にあたった。 

 ⅳ）臨地実習Ⅰ 

   歯科医師会からの歯科保険指導者の派遣依頼で現在、鎌倉地区及び小田原地区

などの小学校 51校にて歯科衛生学科 3年生が実施した。 

 ⅴ）臨地実習Ⅱ 

   3 年次に設定され、公衆歯科衛生現場、高齢者福祉施設、障害者福祉施設にお

いて実習が行なわれた。 

④選択必修分野 

 特に「臨床基礎統合ゼミ」は国家試験合格率を上げるために、科目担当の全教員が 

専門的な授業をゼミ形式で行なっている。国家試験合格率は 98.4%であった。 

  ⑤ペリオケア外来 

    本学科の歯科衛生士教員がブラッシング指導や歯石除去、歯面研磨などを患者様

   へ提供した。 

２）研究 

チーム研究を奨励し、実績（研究業績集 2014年）をあげた。 

３）学生確保 

新 1 年生 97 名が入学した。また、同窓生推薦制度では入学金を半額することにより、

受験生の確保をしたい。 

  ４）就職 

歯科衛生士の求人は学生 1名に対して約 26.1倍（823件）であった。神奈川歯科大学



 

 

附属病院・横浜クリニック等に優秀な学生が勤務するように登院中より協力体制を整

えていくようにした。 

 

【看護学科】 

１）入学生確保 

 神奈川県内で本学近隣において看護師養成機関の開設が平成 25年度から相次いで 

実行されていることなどから、平成 27 年度の出願者数は前年度より 42 名減少したが

定員を確保することができた。 

 

２）教育の改善 

 第 104回看護師国家試験  

91名合格（うち新卒者 83名） 合格率 92.0％（新卒者のみ 97.6％） 

             合格率：全国平均（既卒・新卒者合わせた全体 91.0％、新卒者のみ 95.5％） 

3年生の臨地実習の開始時期を早め、国家試験に向けての学習を集中して行う時間を

確保できるよう対策をとったこと等、学生への学習支援対策を修正することで、全国

平均を上回る結果を得たことは評価できる。今後も教育の質の保証を教員全員で取り

組み、看護師国家試験の合格率向上を目指していく。 

 

（４）附属病院 

１）教育体系の改善・充実 

【実習期間の延長】 

      ①臨床実習Ⅰ（5年次）＋臨床実習Ⅱ（6年次）の 2年間 

 ②臨床実習Ⅱと総合歯科Ⅱの統合 

 ③臨床実習認定試験と学士試験の統合 

【日々の学習目標の明確化】 

①実習計画表の作成（毎日） 

【臨床座学の充実（基礎と臨床の統合）】 

 ①臨床解剖実習・臨床病理学・臨床細菌学・臨床薬理学の導入 

     【学習効率の向上】 

      ①客観試験（月 1回）による弱点抽出とフィードバック（5年次） 

     【客観的領域評価と進級判定の厳格化】 

      ①客観的 3領域評価の導入 

   ⅰ）態度評価：実習計画表、チェックシート、出欠席 

   ⅱ）知識評価：客観試験（計 12回の平均得点率が 70％以上） 

   ⅲ）技能評価：ケース評価、advanced OSCE（年 1回） 

  ②臨床実習管理室の設置と成績の一元管理 

  ③進級判定の厳格化と不合格者再履修の徹底 

 



 

 

２）診療体制の再編 

【総合診断科（初診部門）の新設】 

     ①カルテ記載（POS）の適正化 

②急患対応の強化 

③臨床研修の充実 

    【特殊診療科の再編・充実】 

①専門性の向上 

②患者ニーズの開拓 

③必要な人材確保 

    【総合診療科（学診）の再編】 

①臨床実習の充実 

【看護部門・衛生士部門の強化】 

①認定看護師・衛生士の育成 

 ②短期大学部との連携強化 

【医科の再建】 

 ①医科教育の充実 

 

３）診療内容の改善・充実 

 【医療安全対策の強化】 

①病院相互チェックへの対応 

②安全マニュアルの改善・充実 

③ICTラウンドの強化 

④医療安全講習会の強化 

【専門性の向上】 

 ①キャリアプランの提示 

 ②専門医育成委員会の設置 

 ③特殊診療科の再編 

 ④診療マニュアルの整備 

【再診間隔の短縮とサービス向上】 

 ①総合診断科の設置 

 ②初診システムの改善 

【個別指導（カルテチェック）の強化】 

 ①保険請求の適正化 

 ②POSの定着 

 ③無計画診療の防止 

【技工科の強化】 

 ①自費技工内製率の向上 

 ②メタルレス化の推進 



 

 

【地域連携の強化】 

 ①病病連携の強化と周術期管理の推進 

 

４）経営改革と 4 年連続黒字化 

【医療収入増大への取り組み】 

 ①ホームページの改善（増患対策） 

 ②地域連携の推進（増患対策） 

 ③保険請求の適正化と指導（増収対策） 

【経費削減への取り組み】 

 ①物品管理室の強化 

 ②SPDシステムの拡充 

 ③物品の一元管理の強化 

【人事評価の改善】 

 ①評価･育成制度の改善 

 

５）新病院の設立準備 

【新病院設立準備委員会の設置】 

 ①先進病院の視察と分析 

 ②コンサルタント会社の選定 

 ③新病院の設計と建築計画の立案 

【病院認証評価の獲得に向けた準備】 

 ①評価基準の分析 

 ②各種マニュアルの整備 

 ③必要な人材確保 

【IT化に向けた準備】 

 ①医事システムの選定とカスタム化への準備 

 ②SPDシステムの拡充 

 

（５）横浜クリニック 

  １）事業実績 

【歯科部門】 

    医科が医師の人件費がほぼ計上されているのに対し、歯科は歯科医師のうち専任教

員の人件費（総額 1 億 8,020 万円）が加味されていない。補助金（1,896 万円）を

相殺して人件費へ加算すると、歯科全体として約 1 億 1,702 万円の支出超過となっ

た。 

   【医科部門】 

    常勤医の大幅減員もあり、患者ピーク年度に対して患者数と赤字額は半減している

ものの、支出超過の状況となっている。また、本年度は赤字額（4,658 万円）が拡



 

 

大した。 

２）横浜クリニック全体としての方向性 

 中短期的な施策として、 

①高付加価値の診療への重点投資：矯正・インプラント、眼科（白内障手術） 

②病棟稼働率の向上：週末稼動（無休）、全麻下での口外・障がい者治療と短期入院 

③歯科と連携した医科（内科）の再起動 

④臨床研修施設としての充実 

をより具現化するため、積極的な人員補強や診療施設の整備等に着手している。 

３）教育研修の改革 

 ①歯科医師臨床研修 

 ②大学附属機関として研究部門の強化：臨床研究を中心にした大学院の開講 

４）事務部・医事管理体制の改革 

 ①業務委託費削減 

  前年比で金額にして 2,898万円（前年比－13.5％）の削減を行なった。 

 ②レセプトの徹底点検（歯科・医科） 

  歯科を中心に審査会構成員による個別指導や、カルテ入力を含めた総点検を実施し

た。 

 ③地域医療連携の推進 

  平成 24年 5月、地域医療連携・広報室の設置（専任スタッフ 3名、兼任 1名）。 

  「医療連携室レター」の創刊：地域医療機関へ年 4回の配信。 

  「院内レター」の創刊（平成 26年）：患者様向け情報を掲載。 

５）患者サービスの向上 

①診療受付時間の延長 

平成 25年 7月より診療終了時刻を 17時から 18時へ 1時間延長。 

     ②インターネットによる治療予約システムの導入 

      平成 26年 9月より内科・耳鼻科・人間ドック・矯正科に適用。 

     ③売店の充実 

     ④広報活動の強化 

    ⑤市民公開講座の実施 

 

（６）施設設備関係 

１）図書支出 

歯科大        １８，５９７，５６５円 

短期大学部         ９５５，２９５円 

２）施設関係支出 

横浜クリニック矯正歯科診療室改修工事    ４，６００，０００円 

新附属病院建設経費（建設仮勘定支出） ３２０，２７９，１６０円 

 



 

 

３）機器備品支出 

歯科大      ４３，８１８，３０６円  スキルスラボ整備、無線 LANシステム等 

短期大学部    １，１１７，５６０円   シュレッダー他 

附属病院     １３，６５４，０９４円  診療用機器備品 

横浜クリニック  ３０，７４１，１７６円  診療ユニット等 



















Ⅰ資産総額 円

内 基本財産 円

運用財産 円

Ⅱ負債総額 円

Ⅲ正味財産 円

一 資産額

（一） 基本財産

１ 土地 ㎡ 円

２ 建物 ㎡ 円

３ 構築物 件 円

４ 機器備品 円

５ 車両 台 円

６ 図書 冊 円

７ 建設仮勘定 円

８ 電話加入権 円

９ 敷金・保証金 円

（二） 運用財産

１ 預金、現金 円

現金  現金手許有高 円

普通預金・定期預金 円

２ 積立金 円

３ 有価証券 円

４ 未収入金 円

５ その他 円

資産総額 円

二 負債額

１ 固定負債

（１） 退職給与引当金 円

２ 流動負債

（１） 未払金 円

（２） 前受金 円

（３） その他 円

負債総額 円

正味財産（資産総額－負債総額） 円26,010,915,751

5,875,044,698

14,118,600

29,146,954,499

2,228,138,852

357,475,093

484,400,000

3,136,038,748

115,871,023

66,024,803

26,010,915,751

2,439,158,037

8,309,399

5,866,735,299

6,901,590,885

445,875,120

320,279,160

3,055,000

0

70,001.67

182

198,419

8,582,792,884

632,895,356

655,688

103,743,874

1

平成27年3月31日

財  産  目  録

金    額区    分

3,711,874,17465,917.13

29,146,954,499

15,794,454,173

13,352,500,326

3,136,038,748



 

 

監  査  報  告  書（写） 

 

学校法人 神奈川歯科大学 

理事長 鹿  島   勇 殿 

 

平成 27年 5月 19日 

学校法人 神奈川歯科大学 

監    事   徳江 義典 

監    事   守屋 俊晴 

 

 

私たちは、学校法人神奈川歯科大学（以下「学校法人」という）の監事と

して、私立学校法（昭和 24 年 12 月 15 日  法律第 270 号）第 37 条第 3 項

に基づいて学校法人の平成 26 年度（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月

31 日まで）における計算書類（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対

照表並びに附属明細表）について監査を実施した。ただし、附属明細表につ

いては、会計に関する部分である。  

また、理事会に出席し、必要に応じて理事もしくは使用人等からその職務

の執行状況について、報告を受け、重要な決裁書類等を閲覧するなど、学校

法人における業務および財産の状況を調査した。  

さらに、理事および会計監査人から職務の執行状況について、報告を受け、

また、必要に応じて説明を求めた。会計監査人から本監査報告書を作成する

時点において、とくに意見を付することはない旨の報告を受けている。  

監査の結果、私たちは上記の計算書類は学校法人会計基準（文部省令第

18 号）に準拠しており、学校法人の平成 27 年 3 月 31 日現在の財政状態お

よび同日をもって終了する会計年度の経営状況を適正に表示しているもの

と認める。また、学校法人の業務執行状況に関する不正の行為または法令も

しくは寄附行為に違反する重要な事実については指摘すべきことはない。  

 


